
これからの水道料金のあり方について 
 

経営戦略プラン策定と料金体系の見直し・統一 

平成２７年７月 

 

松江市上下水道局 
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資 料  
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１．松江市の概要 

 行政区域内人口 ２０５，７２５人 

 世帯数        ８６，８４６世帯 （平成26年12月末現在） 

1,004億7,800万円
459億1,299万円

うち、簡易水道事業 25億8,583万円
409億6,720万円

水道事業 70億6,161万円
下水道事業 147億7,871万円
ガス事業 29億1,729万円
自動車運送事業 11億6,408万円
駐車場事業 1億6,520万円
病院事業 148億8,031万円

1,873億5,819万円

　一般会計
　特別会計

　公営企業会計

合　　　計

 松江市の予算規模（平成26年度） 

 松江市は、宍道湖、中海を有する国際文化観光都市であり、平成17年、平成23年
の市町村合併により、市域は573㎢、人口は約21万人となった。 

 現在、中核市への移行に向け「中核市移行準備室」を設置し、権限移譲に関する島
根県との調整や保健所の新設など準備を進めて５年後の実現を目指している。 
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２．市町村合併に伴う松江市の水道事業認可数の状況 

合併前の各市町村の認可数 現松江市の認可数 

松  江  市 
上水道事業 1 

上 水 道 
事   業 

  3 

（1） 

簡易水道事業 11 
松江鹿島水道企業団 上水道事業 1 
鹿  島  町 簡易水道事業 2 
島  根  町 簡易水道事業 3 
美 保 関 町 簡易水道事業 6 

八  雲  村 
簡易水道事業 4 

簡易水道 
事   業 

26 

飲料水供給施設等 2 

玉  湯  町 
上水道事業 1 
簡易水道事業 1 

宍  道  町 簡易水道事業 5 
斐川宍道水道企業団 上水道事業 1 
八  束  町 簡易水道事業 1 

飲  料  水 
供給施設等 

2 
東 出 雲 町 

上水道事業 1 
簡易水道事業 4 

合     計 
上水道事業 3(2) 
簡易水道事業 37 
飲料水供給施設等 2 

統
合 

（ ）内は一部事務組合の事業数。松江鹿島水道企業団は松江市と鹿島町の合併で解散。斐川宍道水道企業
団は出雲市と一部事務組合で継続運営。 

計画給水人口 

194,630人 
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３．松江市給水区域図 

上水道3事業 

簡易水道26事業 

飲料水供給施設1施設 

簡易給水施設1施設 



松江水道事業 玉湯水道事業 
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松江市水道事業 
松江鹿島 

水道企業団事業 
玉湯町水道事業 

◎上水道事業（３事業、１料金体系） 平成27年1月料金統一 

斐川宍道水道企業団 

斐川町・宍道町水道企業団 

◎簡易水道事業（２６事業、２施設 ６料金体系） 

松江市からの事務委任により運営 

松江地区 

１２事業 

八雲地区 

４事業＋２施設 

鹿島・島根地区 

３事業 

美保関地区 

６事業 

八束地区 

１事業 

４．松江市における水道料金の体系 

東出雲水道事業 

東出雲町水道事業 

※H28年度末に 

上・簡統合予定 



6 

５．改定前の各地区の水道料金 
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６．松江市上水道事業の給水状況 

43億16百万円

37億64百万円

37億44百万円

37億58百万円

1,977万㎥

1,808万㎥

1,793万㎥

1,796万㎥
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万㎥億円 給水収益と有収水量(全事業)

給水収益

有収水量

10月

松江

値下げ

4月

玉湯

値上げ

冷夏 渇水 猛暑
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７．松江市の上水道事業の経営状況 

人件費

6億60百万円, 15%

委託料

2億72百万円, 6%

修繕費

1億80百万円, 4%

その他諸経費

2億16百万円, 5%

受水費

9億10百万円, 21%

減価償却費

12億14百万円, 28%

支払利息

2億10百万円, 5%

特別損失

4億53百万円, 11%

純利益

2億19百万円, 5%

給水収益

37億58百万円, 87%

その他

2億97百万円, 7%

長期前受金戻入

2億79百万円, 6%

平成２５年度決算収益費用性質別構成表(松江市水道事業・全事業)

給水収益

その他

長期前受金戻入

人件費

委託料

修繕費

その他諸経費

受水費

減価償却費

支払利息

特別損失

純利益

総収益：43億3,400万円

総費用：41億1,500万円

純利益： 2億1,900万円

（税抜） 

給水人口 

166,327人(85.91%) 

（税抜） 
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８．松江市の簡易水道事業の給水状況 

有収水量・有収率 
  ○有収水量は、2,601千㎥、減少の傾向は継続 
  ○有収率は、85.6％ 
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９．松江市の簡易水道事業の経営状況 

（税込） 

給水人口 

27,268人(14.09%) 

（税込） 
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10．松江市における簡易水道の状況  
 

１．現状 

  ・平成14年度から事務委任（市長→水道事業管理者） 

  ・現在、簡易水道26事業、小規模水道2施設を運営 

２．経営状況 

  ・約21億円の歳出に対し料金収入は6億円余り 
     （30%程度・・・平成25年度実績） 

  ・残りは補助金、繰入及び起債などで賄っている 
       （独立採算による経営が困難・・・福祉水道） 

３．課題 

  ・高料金対策繰出金 

   年間2億3千万円（H25年度）⇒0円（上水道統合） 



1. 簡易水道の建設改良繰出金（H25松江市・約3億9千万円） 

2. 簡易水道の高料金対策繰出金（ H25松江市・約2億3千万円） 

3. 簡易水道未普及解消緊急対策事業繰出金（H25松江市・なし） 

4. 簡易水道法適化・統合推進繰出金（H25松江市・約450万円） 
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11．地方公営企業繰出金の通知  【簡易水道事業】 

高料金対策繰出金   繰出し基準（平成26年度）  

【上水道事業】 
 末端給水事業のうち前々年度におけ
る当該事業の有収水量１m3当たりの資
本費及び給水原価がそれぞれ次の要
件を満たすもの 

① 資本費 164円以上  
    （H25松江市 110円） 

② 給水原価 261円以上  
    （H25松江市 199円） 

 

【簡易水道事業】 
 前々年度における当該事業の有収
水量１m3当たりの資本費及び供給単
価がそれぞれ次の要件を満たすもの
で 

① 資本費 173円以上 
    （H25松江市 344円）  

② 供給単価 167円以上 
    （H25松江市 234円） 

 



１2．本市の水道料金の現状と課題 

• 高度経済成長期に水需要は増加 

• 水源に乏しく、昭和48年大渇水を経験 
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• 島根県水道用水供給事業（飯梨川水道）に参画 

• 水源開発等、幾多の拡張事業を繰り返す 

 

• 昭和50年代 5回の料金値上げ 

• 料金は実に6倍近くの水準に引き上げる結果に 

 

• 昭和51年 用途別→口径別料金体系へ 

           （2部料金制＋逓増型料金体系） 

                  ・・・大口需要の抑制と低廉な生活用水を供給 

 



• 昭和59年に29.49％の料金値上げ 

• その後は消費税関係で値上げしたものの平成6年、7年と小
口を中心に値下げ（政策的見地） 
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• 平成18年には行財政改革の成果、第一次経営戦略プランの
成果を原資として大口を中心に5.14％の料金値下げ 

  （大口と小口の負担の公平性の観点） 

水道料金の課題 

①給水料金単価に4.4倍の逓増格差→更なる負担の公平性 

②給水収益に占める基本料金の割合が2割程度 

               →需要の減少が収益の減少に直結 

③地下水利用の大口需要者がバックアップのため水道接続 
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より高い水道サービスをめざして！ 

 平成16年1月 
 中期的な水道事業の経営指針として「第一次  
 松江市水道事業経営戦略プラン」を策定 
                    (計画期間：平成16～25年度) 

 13．２つの経営戦略プランとその効果 

 【平成15年当時・抱える課題】 
   ・尾原ダムからの受水開始に伴う受水費負担 
   ・尾原ダム受水関連事業費の増嵩 
   ・類似都市に比べ低い労働生産性 
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① 経営基盤の強化  

② 民間的経営手法の導入  

③ 安全で良質な水の安定供給  

④ 情報公開の推進  

⑤ 尾原ダムへの参画問題 

⑥ その他主要課題  

（１）第一次経営戦略プランの基本的な考え方 
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（２）第一次経営戦略プランの成果   

 ①労働生産性の向上（営業部門委託化→人件費の削減）  
  H17年4月114人→ H26年4月68人 

    ▲46人 ▲40％、▲3億4,500万円 

     ※ 退職者不補充、個別事業委託化・嘱託職員化推進 
 

 ②建設改良事業の大幅な見直し 
  尾原受水関連施設の新設を既設利用に転換 

 平成21,22年度には7億円を超える純利益 

尾原受水開始に伴う料金値上げを回避 

当初２６％の値上げを想定 
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（３）環境変化に伴う新たな課題（第一次経営戦略プラン策定以降）   

 その後、H17、H23年の市町村合併（1市8町村）や、尾原受水開始に伴
う受水費負担、簡易水道の統合問題、下水道との組織統合など、本市の
水道事業を取り巻く環境が大きく変化してきた。 
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今後の水道事業の方向性を明示し、 

健全経営を持続できるよう事業運営の指針として 

（平成24年度） 

（４）第二次経営戦略プランの策定と推進委員会の設置   

経営戦略プラン個別実施計画を策定 → 具体的な事業に着手 
 

  事業の進捗管理のため 

  平成24年10月   

  第二次松江市水道事業経営戦略プラン推進委員会を設置 
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14．今後の水道経営の見通し 
（１）有収水量と給水収益の推移 

 旧松江市水道事業の給水量（市街地を中心に給水） 

   近年、人口の減少、節水意識の高まり、節水機器の普及により、  
  給水量・減少傾向で推移 → 料金収入も連動して減少 

   

1,581 

1,407 

43.16 

38.83 

39.35 37.64 

37.44 

37.58 

35.16 

28.74 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

1200

1300

1400

1500

1600

1700

1800

1900

2000

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

億円万㎥

有収水量（東出雲）

有収水量（玉湯）

有収水量（松江鹿島）

有収水量（松江）

給水収益（全事業合計）
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冷夏 渇水 猛暑
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万㎥ 

▲6億
4,200

万円 
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（２）有収水量と給水収益の見通し 
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（２）建設改良費 

今後10年間の建設改良事業費として約２００億円が必要   

 耐震化事業の推進 
   ・管路耐震化  救急指定病院、公設避難所等への配水管を 

            優先（10年間で基幹管路を100%耐震化） 
    ・耐震診断結果→耐震化計画策定（ダウンサイジング）→実施 

 
                                                                                                                             

 本市の水道事業 

  大正7年の創設から96年が経過 

          →自己水源系の施設（忌部浄水場、千本ダム）や 

            老朽管の更新・耐震化が必要 

 改定前の料金体系のまま企業債残高を給水収益の2倍  
程度に抑制した場合→平成37年度に資金不足となる見通し   
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平成24年度に設置した外部委員会で料金体系のあり方に
ついて集中的に審議 

平成25年10月 

「持続可能な水道システムを構築するための料金体系のあり
方について（報告）」 → 市長へ提言 

 ・提言内容 
   

     基本料金と給水料金の割合 
      ・・・安定収入の確保と小口利用者への影響配慮し、当分の間は    

         ４対６程度に見直すことが適当 

  逓増度の緩和 
      ・・・受益者間の公平性を確保し、大口需要者の地下水利用転用 

         を抑制するため必要 

15．経営戦略プラン推進委員会での審議 
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・ 平成24年10月 

    第二次松江市水道事業経営戦略プラン推進委員会設置 

         （料金のあり方を集中審議） 

・ 平成25年10月 

    推進委員会から 

      「料金体系のあり方（報告）」を市長に提言 
 

・ 議会への事前説明、公民館長会・自治会連合会長会等への説明 

 

・ 地域協議会、公民館ごとの地域説明会（24か所・約600名） 

 

・ 平成26年6月 公開シンポジウム 

  「みんなで支える未来の水循環システムを考える」（400名参加） 

 料金改定に向けての手順 （推進委員会設置～シンポジウム開催） 

１6．市民への周知と議会への説明 
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平成25年10月 

「持続可能な水道システムを構築するための料金体系のあり
方について（報告）」 → 市長へ提言 
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平成26年1月～4月 市内24か所で地域説明会 開催 
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平成26年6月                 約400名の市民参加 

 公開シンポジウム 

  「みんなで支える未来の水循環システムを考える」 
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・ 料金審議会（平成26年5月設置～ 3回開催・7月11日答申） 

   有識者や各種団体、住民代表など13名で構成 
 

  料金算定期間：平成27年度から平成31年度までの5年間 

  ＜財政推計と諮問内容＞ 

   ・この間の収益的収支は2億円程度の黒字で推移 

   ・起債借入を一定程度に抑制するため 

   ・資本的収支不足額が毎年20億円に上り、 

   ・内部留保資金残高が急激に減少、 

   ・平成37年度に資金不足に陥ると推計 

   ・資金不足を回避し、後年度負担を抑制するため 

   ・平均改定率5.5％（年間約2億円の料金収入増）の料金改定を諮問 

 １７．料金審議会の設置 
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 （１）財政推計（収益的収支・実績及び見込） 
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料金算定期間 

 （２）財政推計（収益的収支・H27年度～H31年度） 
（単位：百万円） 
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 （３）財政推計（資本的収支・実績及び見込） 
（単位：百万円） 
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 （４）財政推計（資本的収支・H27年度～H31年度） 

（単位：百万円） 料金算定期間 
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拡張費 326 299 170 109 159

　　うち、主な事業

　　①配水管整備・輻輳管・公共工事に伴うもの 61 61 61 61 61

　　②流量調整所新設 109

　　③マッピングシステム 60 60

　　④玉湯・東出雲・鹿島・遠方監視設備 120 40

　　⑤玉造浄水場・防犯設備・自家発電設備 56

　　⑥人件費 50 50 50 50 50

改良費 2295 2048 1768 1697 2057

　　うち、主な事業

　　①河川監視・水位計更新 10 15 31

　　②千本ダム耐震改修 22 22 55 110 924

　　③忌部浄水場・耐震化事業 214 214 214 267 184

　　④竹矢ポンプ場・ディーゼルエンジン更新 55 55

　　⑤乃白ポンプ場更新 308

　　⑥配水設備機器更新 39 57 95 100 7

　　⑦忌部・中央監視設備更新 542 437

　　⑧管路耐震化・公共工事等布設替え 1107 1162 1146 1046 879

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

⑧管路耐震化   平成27年度～31年度  矢田配水池送水管φ600＊約1,440m 
            平成27年度～28年度  忌部水系送水管φ400＊約600m 
                平成27年度～28年度  春日配水池配水管φ600＊約250m 
            平成27年度～28年度  大谷貯水池導水管φ400＊約2,450m 
            平成27年度～28年度  乃白ポンプ場送水管φ500＊約630m 
            平成28年度～29年度  千本貯水池導水管φ350＊約430m 

            平成27年度        矢田配水池西側配水管φ500＊約120m 
                            その他 公設避難所への管路耐震化 約7,800m 
                                          その他 老朽管耐震化 約5,300m 
※ 千本ダム耐震改修、忌部浄水場耐震化等については、平成28年度の簡易水道統合後に再度水需要の動向を精査し、自己水源
と県水道用水供給事業（斐伊川水系）、（飯梨川水系）の主要３水源のバランスを見極めた上で実施時期の判断をする予定です。 

 （５）財政推計 建設改良事業費の内訳（H27年度～H31年） 
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(６) 
単位：千円

○料 金 原 価 科 目 合 計 金 額 需 要 家 費 固 定 費 変 動 費

営業費用＝ 費用合計－給水収益以外の収益－営業外費用 人 件 費 643,301 96,218 547,083

＝ 3,863,810－218,022－181,707 委 託 料 308,369 155,008 153,362

＝ 修 繕 費 268,200 19,915 248,285

動 力 費 90,000 90,000

資本費用＝ 営業外費用＋資産維持費 薬 品 費 10,000 10,000

＝ 181,707＋175,000 材 料 費 15,600 15,600

＝ 請 負 工 事 費 0 0

そ の 他 74,660 21,145 53,515

料金原価＝ 営業費用＋資本費用 受 水 費 876,735 567,586 309,149

＝ 3,464,082＋356,707 減 価 償 却 費 1,272,247 1,088 1,271,159

＝ 資 産 減 耗 費 122,992 105 122,887

支 払 利 息 181,707 155 181,552

雑 支 出 0 0

準備原価＝ 需要家費＋固定費×Ａ 費 用 合 計 3,863,810 293,634 3,161,027 409,149

＝ 166,687＋3,244,952×(1－0.5236) 控 除 項 目 218,022 127,097 90,925

＝ 計 3,645,788 166,537 3,070,102 409,149

資 産 維 持 費 175,000 150 174,850

水量原価＝ 料金原価－準備原価 料 金 原 価 3,820,788 166,687 3,244,952 409,149

＝ 3,820,788－1,712,582

＝

1年あたり

×100

＝ 5.55%

改定率＝
H27～31年度料金原価平均

H27～31年度現行料金収入平均

3,620,050千円
-1＝

3,820,788千円

3,464,082 千円

356,707 千円

改 定 に よ る 料 金 原 価 分 解 表

金額

平成27～31年度現行給水収益

3,620,050 千円

1,712,582 千円

2,108,206 千円

-1 ×100

3,820,788 千円

H27～31財政推計5か年平均

（44.8％）

（55.2％）
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 （７）料金改定後の給水収益の変化 
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（８）内部留保資金残高の推移 

現行料金では、平成37年度に資金不足・・・この推計には簡易水道統合を含まず  
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①市内上水道の４料金体系を統一する。 

なお、鹿島町の簡易水道料金も、合併以前の経緯から今回、上水道に合わ

せる。 
 

②料金算定期間は、平成27年度から平成31年度の5年間とする。 
 

③料金体系は、口径別料金体系に統一する。 
 

④基本料金と給水料金の割合は、現行の2：8から原則4：6に見直しを行う。 
 

⑤給水料金の逓増度は、現行の4.4倍から3.5倍程度に緩和する。 
 

⑥生活に必要な最低限の水道水量の料金については、可能な限り配慮する。 
 

⑦料金徴収については、市内給水区域全域を隔月検針、毎月徴収に統一し、

支払者の負担感の低減を図る。 
 

⑧料金改定時期は平成27年1月1日とする。 
 

（９）料金審議会に諮問した料金体系、徴収方法等の内容 
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 ① 一般家庭用の料金は、全国平均程度とする。 

 

 ② メータ口径13mmで1カ月10㎥あたりの料金を本市の上水道  

    料金で最も高い水準となる東出雲水道事業に合わせる。 

     （税抜き1,470円） 
  

 ※基本料金は、メータ口径25mm以上を現行料金の2倍とし、口径13mm、 

       20mmは、生活に必要な最低限の水道水量の料金に配慮するため、 

       1.3～1.5倍に抑制することとした。 

 

 ※給水料金は、料金水準設定の考え方で東出雲水道事業に合わせるとした 

      ため、最低単価を67円（▲4円）に引き下げるとともに、最高単価も240円 

      （▲70円）と大きく引き下げ、逓増度は3.5倍程度とした。 

 

（10）料金水準設定の考え方 
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（11）現行と諮問の料金比較（現行は旧松江市水道事業） 
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（12）現行と諮問の料金比較（各使用者・各事業での増減） 
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 松江市水道料金・簡易水道使用料審議会 

  （平成26年5月～ 3回開催・7月11日答申） 
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①料金算定期間において、建設改良事業費約120億円が見込まれる

が、災害対策として必要不可欠な事業であり、一定の資産維持費を織

り込むことにより、平均改定率が5.5％となることは、止むを得ない。 

（13）料金審議会での判断 

②料金徴収方法について、これまで旧松江市水道事業の区域では、

隔月検針・隔月徴収とし、水道料金と下水道使用料の同時徴収を行っ

てきたため、料金支払いの負担感が大きく、「料金が高い」と感じる要因

になっていた。 

このことから、発生する経費の縮減に努めることを条件に、改定後は

市内を隔月検針、毎月徴収に統一し支払者の負担感の低減を図ること

は適切であると判断。 
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③水道料金の改定時期については、市民への周知期間、水道メータ

の口径相談などの給水装置に関する対応の期間も含め平成27年1月1

日とするのは適切であると判断。 

（14）料金審議会での付帯意見 

①料金改定後の事業費や財政状況の検証について 

料金算定期間の建設投資は、総額120億円が見込まれ、そのうち創設

から100年を経過する水道施設を中心に更新・耐震化を含む改良費が8

割強を占める。頻発する自然災害への備えとしても必要な事業であると

判断するが、料金改定後の事業費や財政状況の推移など、引き続き経

営の健全化を図る努力がなされているか検証を行い、公営企業として能

率的、機動的運営にあたるとともに市民への説明責任を果たされたい。 



44 

②市民に対する周知の徹底 

ア）広報活動の強化について 

市内24箇所での地域説明会や公開シンポジウム「みんなで支える未

来の水循環システムを考える」を開催するなど、市民に対する広報活動

に対して評価するところではあるが、事業費、経常経費の削減目標をは

じめ、水道事業の「見える化」に猶一層取り組まれたい。 

特に、今回、用途別料金から口径別料金に変更となる玉湯町、東出雲

町では、水道メータ口径20mm（月8㎥使用）で現行料金に比べ900円か

ら1,000円の増額、その他の地区においても現行より300円程度の増額と

なるため、時間をかけて理解しやすく説明するとともに水道メータの口径

変更など給水装置に関する相談窓口体制の確保や指定給水装置工事

事業者への取扱い手法の徹底を図られたい。 
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イ）水道水と料金体系の積極的なＰＲ活動 

平成25年から製造されたペットボトル（水道水）「松江 縁の水」を活用し

て子供からお年寄りまでに、水道水の安全性やおいしさ、水源保全の取

り組みなどを広くＰＲし、水源保全の啓発や水道水の飲用促進などに取

り組まれたい。 

また、本市水道料金については、全国水道事業体の平均値を示してい

るにもかかわらず、歴史的経緯から市民に「高い」というイメージが定着

している。時間はかかるが、市民の視点に立った積極的な情報公開を行

い、市民との情報の共有化を図りながら事業運営を行うことで、イメージ

先行の払拭に努められたい。 
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③経営の効率化と自助努力について 

水道は、ライフラインの一つであり、市民の共有財産であることから、

常に経営の効率化、自助努力に努め、市民の信頼を得る必要がある。

そのため、水道事業の広域化や公民連携の強化をはじめ、建設事業

費、その他経常経費の削減目標を数値化するとともに人員の適正な配

置などに取り組み、着実に経営の効率化を図り、引き続き公営企業とし

て上下水道局のあるべき姿を市民に示されたい。 

④今後の料金統一の見通しと改定の抑制について 

平成28年度には上水道と簡易水道の統合が予定され、あらためて中長

期の財政推計が示されるものと思われる。現状においても、独立採算

による経営が難しい簡易水道については、上水道との統合後も引き続

き国からの補助金や交付税措置により現経営水準が継続できるよう要

望活動を強化し、更なる負担増の抑制に努められたい。 
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料金改定は、平成24年7月の第二次経営戦略プラン策定から2年の期間
を経て、去る10月6日に松江市議会で議決となった。 

市議会建設環境委員会 
 
①簡易水道と統合後の料金はどうなるのか 
②一般家庭への影響 
③消費税率改定による負担増との関係 
④料金改定時期を平成27年1月1日とする理由 
 などについて集中審議され、一層の経営努力と今後5年～10年程度
の料金改定抑制、市民理解を得る努力等を求める意見を付して給水条
例等の改正を可決した。 

18．市議会での審議 
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 ＜具体的な取り組み（１）＞ 
 

 ・公民館28か所を対象に各種会合に合わせた説明会 

   ＮＨＫクローズアップ現代で取り上げられた「全国的に老朽化し   

  た水道施設の更新が進まない財政事情」なども含めて、本市の水道  

  事業の課題を説明し、老朽化した施設の更新を先送りすることなく 

  実施していくこと、それにより一般家庭で1日あたり10円程度のご負 

  担をお願いすること等を説明している。 
 

 ・上下水道ニュース 

   公民館や支所、公共施設に毎月掲示している「壁新聞 上下水道 

  ニュース」の料金改定特別号（A1サイズ～A3サイズまで）を作成 

   特に公民館の文化祭等でPR 
 

 ・せせらぎ 

    水道メータ検針時に配布する「水道かわら版 せせらぎ特別号」 

  を作成し、 11月検針時から配布（声掛け運動も） 

 

19．議決後の市民周知 
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 ＜具体的な取り組み（２）＞ 
 

 ・市報まつえ 

  「市報まつえ12月号」で料金改定・統一をお知らせ 
 

 ・ケーブルテレビでのデータ放送 

   市内向けのケーブルテレビ「まつえマーブルテレビ」のデータ放 

  送を使った周知活動を実施 
  

 ・屋内告知端末・放送 

   ケーブルテレビが行っている屋内告知端末を使い音声による周知 

  活動を実施 
 

 ・市営バス内へのポスター掲載 

   松江市営バスの運転席後方の掲示板（A１サイズ）に料金改定のポ 

  スターを掲載 
 

 ・アンケートモニター、サポーターへの周知 

   本市上下水道事業のアンケートモニター、サポーターにメール等 

  で料金改定について周知（推進委員会、料金審議会の情報も） 
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 ＜具体的な取り組み（３）＞ 
 

 ・その他の取り組み 

   ★用途別から口径別に変わる地区 

  玉湯水道事業、東出雲水道事業においては、今回の料金改定・統一 
 によって、これまでの用途別料金から口径別料金となる。 
  今までは、水道メータ口径に関係なく一般用や営業用として料金設 
 定されてきたことから、過大なサイズの水道メータを設置している 
 ケースも存在する。 
  このため、玉湯、東出雲の両地区では、料金改定のお知らせのほ 
 か、口径25mm以上の水道メータで料金が上がる使用者にメータ口径 
 減径の検討案内を郵送した。 
 

  ★内部での対応 
     料金審議会の答申後、料金改定に関するＱ＆Ａを作成し、職員説明 

  会、水道メータ検針・料金徴収業務受託者向け説明会を行ってきた。  

   また、指定給水装置工事事業者向けの説明会を開催し、料金改定 

  の説明とともに水道メータ減径の相談等の増加が見込まれることへ 

  の対応等を周知した。 
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市民との信頼関係の構築 
 

今回の料金改定により、老朽施設の更新・耐震化を進めることができる

が、一方では内部努力の見える化にも努めなければならない。 

「人件費を含む経常経費10％削減、建設改良事業費20％削減」の目標を定

め、削減の取り組みを情報発信する必要がある。 

特に建設改良事業は、需要の減少傾向が続く中、自己水源の統廃合、施設

規模や管径のダウンサイジング、資機材の見直し、工法の見直し、調達方

法の見直しなどによって事業費縮減の成果を上げなければならない。 

また、簡易水道の統合に向け公民連携の強化を検討し、さらに将来の水道

事業の広域化や広域連携を視野に積極的に経費削減を進めていく必要があ

る。 

この取り組みを市民の皆様に分かっていただかなければ、信頼関係を構築

することはできない。 

 市民と意見交換する場面を積極的に作り、事業の進捗状況、経営状況等

を正直に伝え理解を得るとともに信頼関係を構築し、強固なものにしてい

きたいと考える。 

20．今後の取り組み 
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Ⅴ 参考資料 

平成２７年７月 

 

松江市上下水道局 


